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介護保険「保険者シート」分析ツールの利用にあたって
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１．分析ツールの趣旨・目的

○ 地域によってその実情は全く異なることから、住み慣れた地域において高齢者の生活を支え

ていく（地域包括ケアシステム）ためには、その地域の実情に応じた保険者・市町村の取組が必

要不可欠です。

○ 平成29年介護保険制度改正では、「保険者機能の抜本強化」が位置づけられ、自治体におい

て「データに基づく課題分析と対応」、「適切な指標による実績評価」等が求められています。

○ これらを踏まえて、今回、各自治体における介護保険事業が効果的に実施されるように、地

域の現状・課題の分析や計画・事業の評価・検討を行うツールとして、介護保険「保険者シート」

を活用した分析ツールを作成しました。

・目的 ：地域包括ケアシステムの推進に向けた介護保険事業の効果的な実施

・活用される方 ：市区町村・保険者を中心として高齢者福祉の事業に関わる方

・使うとき ：・地域の現状・課題等を分析するとき
・介護保険事業計画や事業の評価・検討を行うとき



3

２．分析ツールの作成経緯とメリット

○ 本ツールを作成するにあたっては、
・「市町村における介護保険事業に関わる基本ロジックモデル」にて、各自治体で実施している
介護保険事業がどのように成果（目指す姿）を達成するのかを論理的・体系的に整理した上で、
・地域支援事業実施要綱等を参考にして各項目の趣旨を踏まえた指標（※）を置くとともに、全国
や都道府県の平均や、前期計画時の指標と比較することができるようにしました。
（※） 保険者シートの項目だけではなく、地域包括ケア「見える化」システムに掲載されている項目等も盛り込んだ。

○ 自治体においてこのツールを使っていただくことで、以下のメリットがあると考えています。

担当者の業務が細分化され、介護保険の目的や、各事業
が何のために実施しているのか、事業間の関連がわから
ない

自治体の課題 分析シートを使うことで

介護保険事業全体のポイントや、自分が担当する事業の位置づけ、
それがどのように目指す姿（成果）につながっているのかをつかむこ
とができる

健康づくりや地域づくり、地域福祉、住宅施策、医療施策
など、様々な隣接分野があり、連携した取組が必要

部署間連携の題材として、目的を共有するとともに、相互の理解を深
め、より効果的・効率的な事業運営を行うきっかけとできる

介護保険事業のPDCAサイクル、適正な評価の実施
※総合事業は、介護保険法に分析・評価が位置づけ

介護保険事業全体の構造（ロジックモデル）を理解し、適切な項目・
指標を考えることができる
介護保険事業のポイントとなる項目を時系列比較することにより、事
業実施の効果を把握することができる

今後、地域の高齢化、人口減少等を踏まえた取組の方向
性が不明

各地域において不足している取組や、地域の実情に応じて今後必要
な取組を検討するきっかけとなる

市町村ごとの特性・課題を踏まえた事業の実施
介護保険事業の主な指標を一覧で全国や都道府県の平均と比較し、
自らの市町村の特性・課題、その要因等を考えることができる

目の前にある日々の業務で忙しい
課題分析・評価等に必要なデータのうち、公開データがすでに入力さ
れており、職員の負担軽減となる



市町村における介護保険事業に関わる基本ロジックモデル

高齢者が尊厳を保持し、そ
の有する能力に応じ
自立した暮らしを営むこと
ができる１）

高齢者が、社会との関わりを
持ち、要介護状態等となるこ
との予防または要介護状態等
の軽減もしくは悪化の防止が
できる

要介護状態になっても、
その心身の状況等に応じた適
切なサービス・支援を受ける
ことができ、可能な限り、居
宅での暮らしを継続できる
２）

E14.一般介護予防事業

Ａ．目指す姿
（最終アウトカム）

Ｄ.事業実施
（アクティビティ・アウトプット）

Ｅ.投入資源
（インプット）

１）介護保険法（平成9年法律第123号）第１条より引用
※生きがいのある生活など、高齢者の主観を含めた生活
の質ととらえる。

２）介護保険法第２条、介護保険事業に係る保険給付の
円滑な実施を確保するための基本指針（令和３年厚
生労働省告示第29号）より引用

３）介護保険法第２条、介護給付費適正化計画に関する
指針（令和２年９月３日老介発0903第１号厚生労働
省老健局介護保険計画課長通知）より引用

４）地域支援事業実施要綱（平成18年６月９日老発第
0609001号厚生労働省老健局長通知）を参考

５）介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す
るための基本指針より引用

D15.一般介護予防事業

D1.在宅医療・介護連携推進事業

D11.地域ケア会議

D13.生活支援体制整備事業

D12.認知症総合支援事業

E12.生活支援体制整備事業

D6.地域密着型サービス事業所の
整備・指定等

在宅医療と介護が一体的に提供されている４）

Ｂ．介護保険事業の方向性
（中間アウトカム）

Ｃ．地域のサービス・支援の目標
（初期アウトカム）

介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、
住民がそれらに取り組んでいる

E9.地域包括支援センター運営

E10.地域ケア会議

E11.認知症総合支援事業

E1.在宅医療・介護連携推進事業

多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている４）

D16.保健事業と介護予防の一体的実施E15.保健事業と介護予防の一体的実施

E6.地域密着型サービス事業所の
整備・指定等

Ｂ２．介護予防等・社会参加

住まいが、ニーズに合わせて適切に提供されている５）

地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供
されている

認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

Ｂ１．居宅等での暮らし

高齢者の権利利益が擁護されている

介護に取り組む家族の負担が軽減されている５）

Ｃ12．介護予防・健康づくり

Ｃ10．生活支援

Ｃ９．認知症に関する支援

Ｃ７．相談支援

相談支援体制が整っている

Ｃ６．介護サービスの提供

Ｃ４．災害・感染症への備え

D5.家族介護者支援

D3.権利擁護・虐待防止

D4.災害・感染症対策に関わる体制整備

Ａ１．高齢者のQOL

Ｃ３．権利擁護・虐待防止

Ｃ２．住まいの提供

Ｃ１．医療・介護連携

Ｃ５．家族介護者の負担軽減

災害・感染症発生時に備えられている５）

D9.総合相談支援

Ｃ８．地域包括支援ネットワークの構築

多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている５）

E5.家族介護者支援

E3.権利擁護・虐待防止

E4.災害・感染症対策に関わる体制整備

D17.介護給付費適正化事業E16.介護給付費適正化事業

Ｂ３．事業の持続可能性

自立を阻害せず、効果的・効率的に介護給付が
行われている５）

介護保険事業の持続可能性が
確保されている３）

D7.介護人材の確保

D8.業務の効率化と質の向上６）

Ｃ13．給付適正

E8.業務の効率化と質の向上

E7.介護人材の確保

○ 本ロジックモデルは、市町村（保険者）において実施する一般的な介護保険事業についてまとめたものです。 ※A～Cは、都道府県等でも参考になるものと考えています。

各市町村で実施している「任意事業」「独自施策（特別給付・保健福祉事業）」「一般会計による事業」は、その趣旨・内容に応じて位置づけてください。

○ 各項目間の関係は、主要なもののみを記載していることに留意ください。

D10.包括的・継続的ケアマネジメント支援

D2.住まいの確保E2.住まいの確保

住民が社会参加する多様な場がある

Ｃ11．社会参加D14.介護予防・生活支援サービス事業
従前相当・Ａ型
Ｂ型・Ｄ型 その他生活支援
Ｃ型
介護予防ケアマネジメント

E13.介護予防・生活支援サービス事業

PDCAサイクルによって介護保険事業の立案と運用が行
われている５）

Ｃ14．PDCAサイクル

D18.PDCAサイクル（目標の計画記載、
実績評価の実施、会議の開催等）

E17.PDCAサイクル
（会議の開催等）

平均寿命・平均自立期間
主観的健康観・主観的幸福感等

保険者シートにある
主な指標

自宅死・老人ホーム死の割合
要介護３以上の在宅療養率 等

調整済み要介護認定率
リスク者・社会参加者の割合等

介護保険料必要額
準備基金残高 等

＜基礎データ＞
高齢化率・75歳以上高齢化率
85歳以上高齢化率
高齢者独居世帯割合
高齢者夫婦のみ世帯割合 等

週１回以上の通いの場参加率 等

調整済み被保険者１人当たり給付月額

訪問診療を受けた患者数
在宅医療に関わる施設数 等

介護保険施設定員数等

不安に感じる介護・今後も働きな
がら介護を続けていく 等

施設等への入所等の検討状況
調整済み被保険者１人当たり給付月額
各介護サービスの利用件数 等

GH利用件数
認知症カフェ数 等

介護予防・生活支援サービス
訪問型・通所型Bの利用実人数等

通いの場箇所数
地域づくりへの参加意向 等

在宅医療・介護連携推進協議会開催回数

地域ケア個別会議（年間検討延べ件数等

認知症初期集中支援チーム対応件数
認知症サポーター 等

各サービス 利用実人数 等

ボランティアポイント参加者等

事業費（決算額） 等

事業費（決算額）
地域包括支援センター箇所数、職員数等

事業費（決算額）

事業費（決算額）
認知症地域支援推進員数

事業費（決算額）
生活支援コーディネーター数

事業費（決算額）
訪問型・通所型等の事業費 等

事業費（決算額）
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３．分析ツールの使い方①

○ 本分析ツールでは、以下の２つのシートを用意しています。
・シート①：事務局で把握できるデータ（アウトカム指標が中心）のみで構成
・シート②：自治体で記入する項目も掲載

○ これは、

・各市町村等において、その介護保険事業の実施状況を踏まえて、地域の現状・課題の分析
や事業評価等を行っていくためには、シート②にてその実施する事業やその状況等を記入い
ただくことが必要ですが（※）、

・事務局で把握できるデータのみ掲載したシート①でも、自治体に地域の現状・課題等を考え
ていただくきっかけになるのではないかと考え、用意したものです。

※シート②では、事務局で把握できるデータに加えて、国の文書等を参考に比較的よくあると思
われる事業や指標の例を記載しています（黄色塗りつぶし部分）。

5
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３．分析ツールの使い方②

6

①都道府県、市
区町村・保険者
を選択します。

※他の自治体も
選択可

④シート②は、各自治体で修正・追加が可能。
黄色塗りつぶし部分の例を参考に、自らの

自治体で実施している事業やその実施状
況を記入します。

※自治体記入シートには、当該数値を引用
することができる調査等を掲載。

※保険者シートにデータを登録していない自
治体の方も、シート②で直接入力できます。
セルに色を付けて関係者で議論もできます。

②全国や都道府県の平均、2018年の数値と比較できます。
各種文書やマニュアル等をもとに整理できる項目は、

・全国と比較し、高い場合は青、低い場合は赤で塗りつぶし。

・ 2018年と比較し、高い場合は青字、低い場合は赤字で記載

※基礎データ、C13は、高い場合には赤、低い場合には青。

※青は「よい」、赤は「改善が必要」ではなく、これをきっかけに
関係者で地域の現状・課題を話していくことが重要です。

③ロジックモデルの特性を
活かして、関連する左右
の項目や、上位の項目に
影響する他の項目を見て
いくと、地域分析を深めて
いくことができます。
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３．分析ツールの使い方③

⑤自治体記入シートを選択します。

⑥都道府県、市区町村・保険者を選択します。

※分析シートで選択した市区町村・保険者以外を選択している場合
には、分析シートに反映されません。

⑦「備考」に記載されている調査等を参考に、数値を記入します。
（記入している数値は例）

自治体記入シートで、自治体独自項目を記入する

※本シートにない項目を記入したい場合には、「分析シート」にその
まま記入ください。行の追加・削除等も可能です。

※本シートは、当該自治体の数値を分析シートに反映させるための
ものであり、他の自治体の数値や入力いただいたものを自動的
に保険者シートのシステムに集計する機能はありません。

⑧分析シートの各項目に反映されます。

7
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３．分析ツールの使い方④

○ 本分析ツールを使って、地域の現状・課題の分析等を行い、事業の在り方を考えていく方法
として、例えば、以下の方法が考えられます。

Ⅰ 分析ツールに掲載された項目のなかで、特に気になる項目・指標に着目する。
（例）全国や都道府県平均と比較して特に高いもの

地域包括支援センターや現場から話があった高齢者の生活の課題（閉じこもり等）に関するもの

Ⅱ 分析ツールにおける当該項目の左右の項目や、上位の項目に影響する他の項目を見る。

Ⅲ ⅠⅡに関連する他の情報（データ、包括・現場からの意見等）を収集する。

Ⅳ Ⅰ～Ⅲをもとに検討する。
（例）・地域においてどのような望ましくない現状があるか。

・どのような姿・状態を目指すべきか。
・解決すべき問題は何か。なぜ目指す姿になっていないのか。
・目指す姿に近づけるために、どのような方向性が必要か。

Ⅴ 必要に応じて、Ⅳを確認・深める調査等を行う。

Ⅵ これらを踏まえて、事業の方向性・見直しをさらに考え（、決定す）る。

8

分析ツールの使い方の例



E14.一般介護予防事業 D15.一般介護予防事業

D11.地域ケア会議

D13.生活支援体制整備事業

D12.認知症総合支援事業

E12.生活支援体制整備事業

D6.地域密着型サービス事業所の
整備・指定等

介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、
住民がそれらに取り組んでいる

E9.地域包括支援センター運営

E10.地域ケア会議

E11.認知症総合支援事業

多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている４）

D16.保健事業と介護予防の一体的実施E15.保健事業と介護予防の一体的実施

E6.地域密着型サービス事業所の
整備・指定等

地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供
されている

認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

Ｃ12．介護予防・健康づくり

Ｃ10．生活支援

Ｃ９．認知症に関する支援

Ｃ７．相談支援

相談支援体制が整っている

Ｃ６．介護サービスの提供

D9.総合相談支援

Ｃ８．地域包括支援ネットワークの構築

多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている５）

D7.介護人材の確保

D8.業務の効率化と質の向上６）E8.業務の効率化と質の向上

E7.介護人材の確保

D10.包括的・継続的ケアマネジメント支援

住民が社会参加する多様な場がある

Ｃ11．社会参加D14.介護予防・生活支援サービス事業
従前相当・Ａ型
Ｂ型・Ｄ型 その他生活支援
Ｃ型
介護予防ケアマネジメント

E13.介護予防・生活支援サービス事業

週１回以上の通いの場参加率 等

施設等への入所等の検討状況
調整済み被保険者１人当たり給付月額
各介護サービスの利用件数 等

GH利用件数
認知症カフェ数 等

介護予防・生活支援サービス
訪問型・通所型Bの利用実人数等

通いの場箇所数
地域づくりへの参加意向 等

地域ケア個別会議（年間検討延べ件数等

認知症初期集中支援チーム対応件数
認知症サポーター 等

各サービス 利用実人数 等

ボランティアポイント参加者等

事業費（決算額）
地域包括支援センター箇所数、職員数等

事業費（決算額）

事業費（決算額）
認知症地域支援推進員数

事業費（決算額）
生活支援コーディネーター数

事業費（決算額）
訪問型・通所型等の事業費 等

事業費（決算額）

①保険者シートから分かること ②保険者シート以外の情報 ③ ①②を踏まえた検討 ④ ③を確認・深める調査等 ⑤事業の方向性・見直し
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・調整済み軽度認定率が高
い【No20】

＜関連する項目＞

・住民主体の通いの場の箇
所数・参加率が少ない・低
い【No26】

・一般介護予防事業費が低
く、介護予防・生活支援
サービス事業費が高い
【No41】

・一般介護予防事業の介護
予防教室の実績を確認し
たところ、その参加者が少
なく、かつ、常連のメン
バーになっていた。

・一般介護予防事業につい
て、介護予防の効果を高
めていくためには、より多
くの高齢者を対象とした取
組（ポピュレーションアプ
ローチ）を行うことが必要
であると考えた。

・生活支援コーディネーター、
地域包括支援センター等
とともに、地域のどこに高
齢者が集まっているのか、
高齢者がどのような場に
参加したいと思っているの
かについて調査した。

・これまでの事業を見直し、
住民が中心となって行う
気軽に集うことができる多
様な場づくり（住民主体の
通いの場。運動に限らな
い。）の支援にシフトしてい
くことを選択肢として検討。

保険者シートの読み解き例（介護予防①：介護予防の効果を高めるための一般介護予防事業の見直し）

Ａ．目指す姿
（最終アウトカム）

Ｄ.事業実施
（アクティビティ・アウトプット）

Ｅ.投入資源
（インプット）

Ｂ．介護保険事業の方向性
（中間アウトカム）

Ｃ．地域のサービス・支援の目標
（初期アウトカム）

高齢者が尊厳を保持し、そ
の有する能力に応じ
自立した暮らしを営むこと
ができる１）

高齢者が、社会との関わりを
持ち、要介護状態等となるこ
との予防または要介護状態等
の軽減もしくは悪化の防止が
できる

Ｂ２．介護予防等・社会参加 Ａ１．高齢者のQOL

平均寿命・平均自立期間
主観的健康観・主観的幸福感等

調整済み要介護認定率
リスク者・社会参加者の割合等
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４．留意点

○ 各項目（特にA1「高齢者のＱＯＬ」）について、分析ツールに掲載した項目のほか、他分野（医療・保健等）の取組や、経済
状況などによっても影響されることに留意ください。

○ 本分析ツールでは、保険者シートにおいて各市町村等から登録いただいたデータ（データの一般公開の許可を得ていな
い場合には表示されません。）及び各種調査等により公開されているデータを掲載しています。

○ 各指標の出典や時点は、「介護保険「保険者シート」分析ツール 指標リスト」を参照ください。

○ 介護予防・日常生活圏域ニーズ調査をもとにする指標※は、「自立・要支援」の数値を基本としつつ、「自立」のみ登録さ
れている市町村等は「自立」の数値を掲載しています。

※主観的幸福感、主観的健康観、リスク者の割合、社会参加者の割合

○ 本ツールの著作権は、「一般財団法人 医療経済研究・社会保険福祉協会 医療経済研究機構」に帰属する。本ツール
を利用した資料、記事、論文等には、「介護保険「保険者シート」分析ツール（第●版）」と出典表記してください。

本ツールは、地域の介護福祉の向上や政策展開に向けた行政、研究、教育等での利用を期待するもの。営利目的の販
促物等への引用掲載を除き、どなたでもご利用できます。

本ツールの基とするデータの収集および提供には万全を期していますが、その完全性、正確性を保証するものではなく、
利用者が本ツールを利用して行う一切の行為及び利用者が被った損害及び損失に対して、いかなる責任も負いません。
利用者は、自らの責任において本データを利用するものとします。
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＜参考＞市町村における介護保険事業に関わる
基本ロジックモデルについて



ロジックモデル：投入・活動・結果・成果の論理構造図

投入

(イン
プット)

活動

(アクティ
ビティ)

結果

(アウト
プット)

成果
（初期
アウトカ
ム）

こうしたら こうなった

効果
（インパクト）

成果
（中間ア
ウトカ
ム）

成果
（最終ア
ウトカ
ム）

図：W.K.Kellogg Foundation. Logic Model Development Guide, 2003、 Rossi, et al. プログラム評価の理論と方法、をもとに作成

働きかける主体に起こること≒手段 働きかけた相手に起こること≒目的

12



ロジックモデル

◼ 都道府県循環器病対策推進計画策定指針

令和2年10月29日健が発1029第1号 厚生労働省健康局がん・疾病対策課 長通知

「都道府県循環器病対策推進計画の策定にかかる指針について」

＜課題解決に向けた施策の立案及び目標の設定＞

抽出された課題を解決するために、具体的な方法を論理的に検討し、できる

限り実効性のある施策を盛り込むとともに、各々の施策と解決すべき課題と

の連関を示すことが重要である。その際には、ロジックモデルなどのツール

の活用も検討する。
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投手力が高まっ
ている

打力が高まって
いる

守備力が高まっ
ている

先発投手の強化

抑え投手の強化

4番打者の強化

機動力の強化

各選手守備力強化

最終アウトカム中間アウトカム施策アウトプット

実行

チーム防御率
6位→2位

チーム打率
6位→2位

併殺率、エラー率
6位→2位

実行

実行

実行

実行

連携プレーの強化
実行

野球の場合（立案時）

リーグ優勝する

リーグ順位

6位→1位

出典：国際医療福祉大学教授埴岡健一氏講演資料をもとに作成
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市町村における介護保険事業に関わる基本ロジックモデル

高齢者が尊厳を保持し、そ
の有する能力に応じ
自立した暮らしを営むこと
ができる１）

高齢者が、社会との関わりを
持ち、要介護状態等となるこ
との予防または要介護状態等
の軽減もしくは悪化の防止が
できる

要介護状態になっても、
その心身の状況等に応じた適
切なサービス・支援を受ける
ことができ、可能な限り、居
宅での暮らしを継続できる
２）

E14.一般介護予防事業

Ａ．目指す姿
（最終アウトカム）

Ｄ.事業実施
（アクティビティ・アウトプット）

Ｅ.投入資源
（インプット）

１）介護保険法（平成9年法律第123号）第１条より引用
※生きがいのある生活など、高齢者の主観を含めた生活
の質ととらえる。

２）介護保険法第２条、介護保険事業に係る保険給付の
円滑な実施を確保するための基本指針（令和３年厚
生労働省告示第29号）より引用

３）介護保険法第２条、介護給付費適正化計画に関する
指針（令和２年９月３日老介発0903第１号厚生労働
省老健局介護保険計画課長通知）より引用

４）地域支援事業実施要綱（平成18年６月９日老発第
0609001号厚生労働省老健局長通知）を参考

５）介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施を確保す
るための基本指針より引用

D15.一般介護予防事業

D1.在宅医療・介護連携推進事業

D11.地域ケア会議

D13.生活支援体制整備事業

D12.認知症総合支援事業

E12.生活支援体制整備事業

D6.地域密着型サービス事業所の
整備・指定等

在宅医療と介護が一体的に提供されている４）

Ｂ．介護保険事業の方向性
（中間アウトカム）

Ｃ．地域のサービス・支援の目標
（初期アウトカム）

介護予防・健康づくりに向けたサービス・支援があり、
住民がそれらに取り組んでいる

E9.地域包括支援センター運営

E10.地域ケア会議

E11.認知症総合支援事業

E1.在宅医療・介護連携推進事業

多様な生活支援ニーズに対応する支援が多様な主体から
提供されている４）

D16.保健事業と介護予防の一体的実施E15.保健事業と介護予防の一体的実施

E6.地域密着型サービス事業所の
整備・指定等

Ｂ２．介護予防等・社会参加

住まいが、ニーズに合わせて適切に提供されている５）

地域において、高齢者に必要な介護サービスが提供
されている

認知症の予防と共生に向けた支援が行われている

Ｂ１．居宅等での暮らし

高齢者の権利利益が擁護されている

介護に取り組む家族の負担が軽減されている５）

Ｃ12．介護予防・健康づくり

Ｃ10．生活支援

Ｃ９．認知症に関する支援

Ｃ７．相談支援

相談支援体制が整っている

Ｃ６．介護サービスの提供

Ｃ４．災害・感染症への備え

D5.家族介護者支援

D3.権利擁護・虐待防止

D4.災害・感染症対策に関わる体制整備

Ａ１．高齢者のQOL

Ｃ３．権利擁護・虐待防止

Ｃ２．住まいの提供

Ｃ１．医療・介護連携

Ｃ５．家族介護者の負担軽減

災害・感染症発生時に備えられている５）

D9.総合相談支援

Ｃ８．地域包括支援ネットワークの構築

多様な職種や機関との連携協働による地域包括支援ネッ
トワークが構築されている５）

E5.家族介護者支援

E3.権利擁護・虐待防止

E4.災害・感染症対策に関わる体制整備

D17.介護給付費適正化事業E16.介護給付費適正化事業

Ｂ３．事業の持続可能性

自立を阻害せず、効果的・効率的に介護給付が
行われている５）

介護保険事業の持続可能性が
確保されている３）

D7.介護人材の確保

D8.業務の効率化と質の向上６）

Ｃ13．給付適正

E8.業務の効率化と質の向上

E7.介護人材の確保

○ 本ロジックモデルは、市町村（保険者）において実施する一般的な介護保険事業についてまとめたものです。 ※A～Cは、都道府県等でも参考になるものと考えています。

各市町村で実施している「任意事業」「独自施策（特別給付・保健福祉事業）」「一般会計による事業」は、その趣旨・内容に応じて位置づけてください。

○ 各項目間の関係は、主要なもののみを記載していることに留意ください。

D10.包括的・継続的ケアマネジメント支援

D2.住まいの確保E2.住まいの確保

住民が社会参加する多様な場がある

Ｃ11．社会参加D14.介護予防・生活支援サービス事業
従前相当・Ａ型
Ｂ型・Ｄ型 その他生活支援
Ｃ型
介護予防ケアマネジメント

E13.介護予防・生活支援サービス事業

PDCAサイクルによって介護保険事業の立案と運用が行
われている５）

Ｃ14．PDCAサイクル

D18.PDCAサイクル（目標の計画記載、
実績評価の実施、会議の開催等）

E17.PDCAサイクル
（会議の開催等）

平均寿命・平均自立期間
主観的健康観・主観的幸福感等

保険者シートにある
主な指標

自宅死・老人ホーム死の割合
要介護３以上の在宅療養率 等

調整済み要介護認定率
リスク者・社会参加者の割合等

介護保険料必要額
準備基金残高 等

＜基礎データ＞
高齢化率・75歳以上高齢化率
85歳以上高齢化率
高齢者独居世帯割合
高齢者夫婦のみ世帯割合 等

週１回以上の通いの場参加率 等

調整済み被保険者１人当たり給付月額

訪問診療を受けた患者数
在宅医療に関わる施設数 等

介護保険施設定員数等

不安に感じる介護・今後も働きな
がら介護を続けていく 等

施設等への入所等の検討状況
調整済み被保険者１人当たり給付月額
各介護サービスの利用件数 等

GH利用件数
認知症カフェ数 等

介護予防・生活支援サービス
訪問型・通所型Bの利用実人数等

通いの場箇所数
地域づくりへの参加意向 等

在宅医療・介護連携推進協議会開催回数

地域ケア個別会議（年間検討延べ件数等

認知症初期集中支援チーム対応件数
認知症サポーター 等

各サービス 利用実人数 等

ボランティアポイント参加者等

事業費（決算額） 等

事業費（決算額）
地域包括支援センター箇所数、職員数等

事業費（決算額）

事業費（決算額）
認知症地域支援推進員数

事業費（決算額）
生活支援コーディネーター数

事業費（決算額）
訪問型・通所型等の事業費 等

事業費（決算額）
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